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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第32期

第３四半期連結
累計期間

第33期
第３四半期連結
累計期間

第32期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 1,286,989 684,103 1,785,092

経常損失(△) (千円) △45,108 △242,516 △112,569

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純損失(△)

(千円) △54,907 △153,704 △58,604

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △48,199 △257,268 25,519

純資産額 (千円) 844,159 784,609 1,017,078

総資産額 (千円) 1,973,043 2,323,379 2,190,845

１株当たり四半期(当期)
純損失金額(△)

(円) △28.05 △56.78 △27.74

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.3 28.2 39.2
 

 

回次
第32期

第３四半期連結
会計期間

第33期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純損失金額(△) (円) △28.77 △23.60
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第32期第３四半期連結累計期間、第33期第３四半期連結累計期間及び第32期の潜在株式調整後１株当たり四

半期(当期)純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期(当期)純損失のため記載

しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

当社グループは、当第３四半期連結累計期間におきましては、236百万円の営業損失を計上しており、前連結会計年

度まで３期連続して営業キャッシュ・フローのマイナスを計上していることから、継続企業の前提に重要な疑義を生

じさせるような事象又は状況が存在しているものと認識しております。

このような状況に対して、「３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの分析 (8) 事業等のリスクに記載し

た重要事象等を解消するための対応策」に記載のとおり、当該状況を解消し、改善するための対応策を講じているこ

とから、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しております。

 
２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、北朝鮮問題等の地政学的なリスクは存在するものの企業収益

の回復や雇用環境改善を背景に緩やかな回復基調が継続しております。

このような状況の中、当社グループは引き続き再生可能エネルギー事業及び省エネルギー事業を主たる事業とし

て積極的に事業を推進いたしました。当第３四半期連結累計期間における損益の状況については、当社グループの

売上・利益計上が第４四半期に偏重する傾向があり、営業損失計上の結果となっております。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間における売上高684百万円(前年同期比602百万円減、46.8％減)、営業損

失236百万円(前年同期 営業損失50百万円)、経常損失242百万円(前年同期 経常損失45百万円)、親会社株主に帰属

する四半期純損失153百万円(前年同期 親会社株主に帰属する四半期純損失54百万円)となりました。

 

セグメントの業績については、次のとおりであります。

 (省エネルギー関連事業)

省エネルギー関連事業におきましては、前期に比べ売上高は大幅に伸長したものの、当第３四半期連結累計期

間においては、売上高367百万円(前年同期比182百万円増、98.7％増)、セグメント損失は89百万円(前年同期 セ

グメント損失88百万円)となり、営業損失の結果となっております。

 (再生可能エネルギー事業)

再生可能エネルギー事業におきましては、太陽光発電設備の設置工事及び設備販売を中心に営業推進して参り

ましたが、設備の系統連系が予定より遅れ、第４四半期にずれ込んでいる案件もあり、売上高316百万円(前年同

期比785百万円減、71.3％減)、セグメント損失は137百万円(前年同期 セグメント利益35百万円)となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末より132百万円増加し、2,323百万円となりました。こ

れは主に未成事業支出金の増加481百万円、投資有価証券の減少128百万円、受取手形及び売掛金の減少104百万円等

によるものであります。

当第３四半期連結会計期間末の負債は前連結会計年度末より365百万円増加し、1,538百万円となりました。これ

は主に前受金の増加601百万円、短期借入金の減少100百万円、未払金の減少71百万円等によるものであります。

当第３四半期連結会計期間末の純資産は前連結会計年度末より232百万円減少し、784百万円となりました。これ

は主に投資有価証券の売却に伴うその他有価証券評価差額金の減少73百万円、親会社株主に帰属する四半期純損失

153百万円を計上したこと等によるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(4) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間において特記すべき事項はありません。

 

(6) 生産、受注及び販売の実績

当第３四半期連結累計期間において特記すべき事項はありません。

　

(7) 経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く経営環境は国策として推進されております再生可能エネルギー設備への積極投資を背景

に市場環境が変化しており、前連結会計期間末時点の想定通り推移しております。

　

(8) 事業等のリスクに記載した重要事象等を解消するための対応策

当社には、「１．事業等のリスク」に記載のとおり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は

状況が存在しているものの、以下の対応策を行うことにより、継続企業の前提に関して重要な不確実性は認められ

ないものと判断しております。

①　営業利益及びキャッシュ・フローの確保

前連結会計年度に引き続き、各案件の精査を行い、継続的に原価の低減を図り、利益率の向上を進めてまいり

ます。また、バイオマス燃料事業(ＰＫＳ事業)を早期に立ち上げ、安定的な売上・利益を確保する体制の構築を

進めてまいります。

②　案件精査、利益率確保のための体制

案件の精査、見積の正確性を高めるため、営業担当、技術部門、工事管理部門参加のプロジェクト会議を立ち

上げております。本プロジェクト会議は、月に１回の定例会議と大型案件が発生した場合の臨時会議を行い、案

件ごとの想定原価審査、工程の確認等により利益率確保に努めてまいります。

③　諸経費の削減

随時、販管費の見直しを実施し、販管費の削減を推進し、利益確保に努めてまいります。

④　資金調達

財務体質改善のために、将来的な増資の可能性も考慮しつつ、借入金を含めた資金調達の協議を進めておりま

す。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,000,000

計 10,000,000
 

(注)　平成29年６月26日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、発行可能株式総数は同日より

5,080,000株増加し、10,000,000株となっております。

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成30年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,752,173 2,752,173
東京証券取引所
市場第二部

(注)１、２

計 2,752,173 2,752,173 ― ―
 

(注) １．株主として権利内容に制限のない、標準となる株式であります。

２．単元株式数は100株であります。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

 

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年10月１日～
平成29年12月31日(注)

50,000 2,752,173 12,435 1,009,884 12,435 817,064

 

(注)　新株予約権行使による増加であります。

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、直前の

基準日(平成29年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

   平成29年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

2,701,400
27,014

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

単元未満株式
普通株式

773
― ―

発行済株式総数 2,702,173 ― ―

総株主の議決権 ― 27,014 ―
 

(注) １．「単元未満株式」には自己株式１株が含まれております。

２．当第三四半期会計期間に行われた新株予約権の行使による新株発行により、発行済株式総数は50,000株増加

し、2,752,173株となっております。

 

② 【自己株式等】

  平成29年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社省電舎ホール
ディングス

東京都港区芝大門２－２
－11

― ― ― 0.0

計 ― ― ― ― 0.0
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、アスカ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 297,050 216,457

  受取手形及び売掛金 207,164 103,062

  仕掛品 1,036 1,295

  原材料 28,906 27,803

  未成事業支出金 577,011 1,058,541

  その他 220,009 214,517

  貸倒引当金 △10,091 △9,581

  流動資産合計 1,321,088 1,612,096

 固定資産   

  有形固定資産   

   機械装置及び運搬具 403,068 391,698

   その他 61,983 54,580

   有形固定資産合計 465,052 446,278

  無形固定資産   

   のれん 113,369 94,817

   その他 80 80

   無形固定資産合計 113,449 94,897

  投資その他の資産   

   投資有価証券 226,333 98,251

   破産更生債権等 173,465 173,465

   長期貸付金 10,000 10,000

   その他 108,952 115,884

   貸倒引当金 △227,495 △227,495

   投資その他の資産合計 291,255 170,106

  固定資産合計 869,756 711,283

 資産合計 2,190,845 2,323,379

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 43,286 21,300

  短期借入金 306,710 205,940

  1年内返済予定の長期借入金 37,512 43,440

  未払金 115,216 43,868

  前受金 219,494 820,857

  リース債務 6,582 6,582

  未払法人税等 7,317 10,553

  メンテナンス費用引当金 286 71

  その他 13,265 15,858

  流動負債合計 749,672 1,168,473

 固定負債   

  長期借入金 267,196 259,276

  リース債務 53,001 47,560

  繰延税金負債 103,896 63,459

  固定負債合計 424,093 370,295

 負債合計 1,173,766 1,538,769
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 997,449 1,009,884

  資本剰余金 1,095,428 1,107,863

  利益剰余金 △1,321,568 △1,475,273

  自己株式 △1 △1

  株主資本合計 771,307 642,473

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 86,687 13,135

  その他の包括利益累計額合計 86,687 13,135

 新株予約権 140 70

 非支配株主持分 158,942 128,931

 純資産合計 1,017,078 784,609

負債純資産合計 2,190,845 2,323,379
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 1,286,989 684,103

売上原価 985,322 549,914

売上総利益 301,667 134,188

販売費及び一般管理費 352,373 370,902

営業損失（△） △50,706 △236,714

営業外収益   

 受取利息 100 169

 受取配当金 12 20

 契約解除収入 7,014 ―

 その他 2,563 348

 営業外収益合計 9,691 538

営業外費用   

 支払利息 3,602 5,367

 その他 489 973

 営業外費用合計 4,092 6,340

経常損失（△） △45,108 △242,516

特別利益   

 固定資産売却益 ― 2,128

 投資有価証券売却益 ― 62,739

 受取和解金 ― 8,500

 特別利益合計 ― 73,367

税金等調整前四半期純損失（△） △45,108 △169,148

法人税、住民税及び事業税 5,394 22,175

法人税等調整額 △1,690 △7,607

法人税等合計 3,703 14,567

四半期純損失（△） △48,811 △183,716

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） 6,095 △30,011

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △54,907 △153,704
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

四半期純損失（△） △48,811 △183,716

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 612 △73,552

 その他の包括利益合計 612 △73,552

四半期包括利益 △48,199 △257,268

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △54,295 △227,256

 非支配株主に係る四半期包括利益 6,095 △30,011
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【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む)及びのれんの

償却額は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

減価償却費 10,066千円 44,717千円

のれん償却額 4,122千円 18,551千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

当第３四半期連結累計期間おいて、平成28年10月27日付で当社を株式交換完全親会社、株式会社エールを株式交

換完全子会社とする株式交換を行い、資本剰余金が290,799千円増加しております。

また、新株予約権の行使により、資本金が74,610千円、資本準備金が74,610千円増加しております。

これらの結果、当第３四半期連結会計期間末において、資本金が947,709千円、資本剰余金が1,045,688千円と

なっております。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

当第３四半期連結累計期間において、新株予約権の行使により資本金が12,435千円、資本準備金が12,435千円増

加しております。

これらの結果、当第３四半期連結会計期間末において、資本金が1,009,884千円、資本剰余金が1,107,863千円と

なっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

 
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２省エネルギー

関連事業
再生可能

エネルギー事業
計

売上高      

外部顧客への売上高 185,179 1,101,810 1,286,989 ― 1,286,989

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― 58 58 △58 ―

計 185,179 1,101,868 1,287,047 △58 1,286,989

セグメント利益又は損失(△) △88,623 35,076 △53,547 2,840 △50,706
 

(注) １．セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益又は損失(△)は四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

 
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２省エネルギー

関連事業
再生可能

エネルギー事業
計

売上高      

外部顧客への売上高 367,945 316,157 684,103 ― 684,103

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 367,945 316,157 684,103 ― 684,103

セグメント損失(△) △89,076 △137,066 △226,142 △10,571 △236,714
 

(注) １．セグメント損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント損失(△)は四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間より、報告セグメントごとの業績をより適切に評価するために販売費及び一般管理費の

配賦基準等を見直し、報告セグメントの利益又は損失の算定方法を変更しております。

当第３四半期連結累計期間の比較情報として開示した前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、

変更後の利益又は損失の算定方法により作成しており、前連結会計年度の第３四半期連結累計期間に開示したセグ

メント情報の利益または損失の算定方法との間に相違がみられます。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

(1) １株当たり四半期純損失金額 28円05銭 56円78銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額(千円) 54,907 153,704

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純損失金額(千円)

54,907 153,704

普通株式の期中平均株式数(株) 1,957,375 2,706,899

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損

失であるため、記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社省電舎ホールディングス(E05452)

四半期報告書

15/18



２ 【その他】

 

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年２月14日

株式会社省電舎ホールディングス

取締役会 御中

 

アスカ監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   若   尾   典   邦   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   石   渡   裕 一 朗   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社省電舎

ホールディングスの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年

10月１日から平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社省電舎ホールディングス及び連結子会社の平成29年12月

31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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